
市場重視型土地政策における政策体系

政策目標
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続
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能
な
資
金
の
安
定
的
流
入

・直接介入施策（国土法等）の適切な
実施

市 場 介 入

・年金資金等の流入促進に関するＴＭ
Ｋ等の借入先要件の改善

・減価償却の享受等を可能とする出
資戻し課税

・源泉徴収税制と年金

・日本版ｱｯﾌﾟﾘｰﾄ税制の創設

・不動産証券化ﾁｬﾚﾝｼﾞ実験工房（仮
称）

・地方都市情報国際発信事業（仮称）
の創設

・まちづくり貢献費（仮称）の費用項目
への計上

・減価償却等投資商品の魅力向上に
よる資金誘導

・全国不動産投資底上げﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

市 場 誘 導

・投資用不動産鑑定評価ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ
（仮称）の作成

市場アセスメント

・実物投資を可能とする投資法制

・公的ｾｸﾀｰでの利用を円滑化する制
度改善

・海外不動産投資鑑定評価ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ

（仮称）の作成

・１万人不動産証券化ｽﾍﾟｼｬﾘｽﾄの育
成

・不動産投資ＤＣＦ基準（仮称）の策定

・不動産ＥＤＩのためのﾃﾞｰﾀｺｰﾄﾞ統一

・ﾍﾞﾝﾁﾏｰｸｲﾝﾃﾞｯｸｽの整備促進

・不動産ﾃﾞﾘﾊﾞﾃｨﾌﾞ市場創設の研究

・不動産鑑定評価向上のためのＥＲ評
価

・証券化不動産の鑑定評価に関する
不動産鑑定士の資質向上

・高度化する投資家ﾆｰｽﾞに応えた不
動産鑑定評価手法等の研究

・ﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙに応じたｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽの確
立

市場条件・ﾙｰﾙ整備

政策体系

公的主体による適正な管理や信用補完が必要なフィールド

国 民都 都市機構地方公共団体 ＮＰＯ

政策フィールド

市場メカニズムを活用すべきフィールド

消 費 者 ・ テ ナ ン ト

信託受益権
売買

信託受益権
販売業者

実物不動産
売買

宅建
業者

不動産流通

証券化手法
以外のもの

証券化手法を活用したもの

アレンジメント

プロジェクトマネージャー

アセットマネージャー

アレンジャー

YK－TK

TMK

投資法人

不動産特定共同事業者

スキーム関係

不動産マネージメント
＆ディベロップメント 不動産証券化商品流通

直接金融
サービス

投資信託

間接金融
サービス

ノンリコースローン

元利払い

融資資金

格付機関

サービサー

購
入
資
金

物
件

不動産管理

プロパティー
マネージメント

ファシリティー
マネージメント

セキュリティー
サービス

ＰＭサービス

リーシング

デューデリジェンス

エンジニアリング

不動産鑑定

情報サービス

インデックスサービス

不動産ＥＤＩサービス

価格・リスク分析コンサルティング

購入資金

不動産取引
公証サービス

エスクロー（米）

ソリシター（英）

公証人（仏）

司法書士

購入資金

信託受益権

物件

購入資金

物件

法務・会計・税務

ファイナンス

証券会社

上
場
市
場

豊
か
な
高
齢
化
社
会
の
実
現

店
頭
市
場

証
券
会
社

オンバランス
不動産事業

デベロッパー

ビル賃貸会社

不動産インテリ
ジェンスサービス

分析ツールサプライヤー

投資
顧問

ゲート
キーパー

アナ
リスト

アドバイザリー

配当

投資資金

元利払い

投資資金

銀行

資金

CMBS

流通市場
サービス

一
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投
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株式等購入

物件

投資資金

融
資
資
金

元
利
払
い

リ
ー
ス
サ
ー
ビ
ス

サ
ー
ビ
ス
フ
ィ
ー

エクイティ

元利払い
デット

不動産履歴情報サービス

国富として
の不動産
の健全な
維持・発展

大前提

・
「
市
場
形
成
の
本
来
目
的
＝
不
動
産
の
健
全
な
維
持
、
発
展
」
の
再
確
認

・
プ
ロ
と
し
て
の
「
高
度
な
職
業
倫
理
・
専
門
性
」
の
自
覚

※赤字：ﾄﾗﾝｽﾍﾟｱﾚﾝｼｰ向上施策


